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第Ⅰ編 提案の概要

RC壁式構造の評価の内容

①壁量・壁率計算建物は，基準法の1.25倍以上の耐力を有すること

②大地震時に，せん断型耐力壁の限界変形角（1/200）以下となること

③上記①と②を評価する為に必要となる直交壁や梁断面の仕様

RC壁式構造の住宅が，長期優良住宅の認定要件である耐震性能

「建築基準法で定める地震力の1.25倍の力に対して倒壊しない」もしくは

「大地震時の層間変形角が1/100以下」を満足することを確認できる大地震

時における損傷防止性能の適切な評価方法について，既存建物の解析・

モデルによる応答解析・直交壁付き耐力壁による架構実験により検討し，

提案する。
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建築計画

材料 ３・４・５条

荷重外力 ７条

モデル化

８条

許容応力度設計 ９条

総曲げ抵抗

保有水平耐力の確認

保証設計

層間変形角
≦1/2000

10条

10.1.1項

基礎設計

小梁・スラブ等

スタート

エンド

構造計画 ６条

8.1節i)～vi)

モデル化
平均せん断応力度
法を用いてもよい

８条
８条

10.1.3項

１条

適合

６条　規模
・地上階数≦５
・軒の高さ≦20m
・階高≦4m
・最上階階高＋軒から棟までの高さ≦2m
・建物長さ　原則≦80m
・耐力壁に囲まれた面積≦60m2　（PCa）
・壁梁のせい≧450mm　（原則）
９条　許容応力度設計
・耐力壁τの確認
・耐力壁鉄筋比≧最小鉄筋比
・最小鉄筋比≧0.15%
・壁梁主筋≧D13
・幅200mm以上では複配筋

8.1節　応力・変形解析
ⅰ）軒の高さ≦16m
ⅱ）階高≦3.5m
ⅲ）壁率≧Z･Ai･β/（2.5･Si）
ⅳ）壁量≧α･Z･Lw0 かつ ≧Lwm

ⅴ）耐力壁の実長≧450mmかつ
　　≧同一の実長を有する高さの30％

10.1項　保有水平耐力の検討
下記、(1)～(6)を満たす場合は不要
(1)階高≦3.5m
(2)壁率≧Z･Ai･β/（2.5･Si）
(3)壁量≧α･Z･Lw0 かつ ≧Lwm

(4)スラブがRC造
(5)腹筋梁
(6)壁梁の主筋≧D13

10.1項(1)～(6)

適合

不適合
および選択

10.1.2項(1)～(3)

10.1.2項　層間変形角の確認
下記(1)～(3)を満たす場合不要
(1)階高≦3.5m
(2)壁率≧Z･Ai･β/（2.5･Si）
(3)壁量≧α･Z･Lw0 かつ ≧Lwm

１０条

10.1.1項

適合

構造規定①
9.4節1(1) 耐力壁の最小端部曲げ補強筋量
9.7節　　 壁梁の最小端部曲げ補強筋量

構造規定①

適合

10.5節

9.10節

9.9節、9.11節

10.1項(2)～(6)

１０条

適合

基礎設計

小梁・スラブ等

エンド

基礎設計

小梁・スラブ等

エンド

不適合
および選択

不適合
および選択

不適合
および選択

不適合
および選択

RC壁式構造の計算フロー

②壁量・壁率

③耐力壁最少曲げ補強筋
壁梁最小曲げ補強筋

④層間変形角
1/2000以下

⑤保有水平
耐力の確認

調査の背景

①平均せん断
応力度法

壁式鉄筋コンクリート造設計・計算規準,AIJ,2015より
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4

調査のフロー

I) 試設計（文献調査・パターン分類）
耐力壁の配置，壁梁等のパターン分類
既往の実験調査と整理

III) パラメトリック解析
部材実験モデルの有限要素解
壁量・壁率モデルの保有水平耐力
告示波による応答値

II) 部分架構実験
I・T・十形断面・配筋・破壊形式
直交壁効果・損傷の分析

Ⅵ) 評価方法案の提案
RC壁式構造の損傷防止性能の評価方法

Ⅴ) 架構実験
直交壁を有する架構実験により強度発現機構の確認

Ⅳ) 評価方法案の検討
直交壁の評価・壁梁の断面や配筋等

H28年度

H29年度



第Ⅱ編 壁式集合住宅の試設計
目的：ルート1により設計されたWRC造建築物が長期優良住宅の認定要件に適合

するために必要な条件を検討する．

○壁式告示限界の階高3.5m×5階建て
〇壁梁せいを最小450mm
○1次設計時の壁梁検定比を0.95程度
〇1階の壁量・壁率を最低限満たす

ルート1で過度な余裕を持たないように設計

保有耐力の確認

基準階伏図

階
壁厚
(mm)

縦筋 横筋
曲げ
補強筋

5 150 2-D10@200 2-D10@200 3-D13

4 180 2-D10@200 2-D10@200 3-D13

2,3 180 2-D10@200 2-D13@200 2-D16

1 180 2-D10@200 2-D13@200 4-D19

壁リスト
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桁行方向加力時Y2通りヒンジ図（R=1/50)

階
Qud

(kN)
Ds Fes

Qu

(kN)
Qu/Qun

5 3,131.7 0.55 1.00 1,844.6 1.07

4 5,645.7 0.55 1.00 3,325.3 1.07

3 7,727.8 0.55 1.00 4,551.6 1.07

2 9,377.2 0.55 1.00 5,523.1 1.07

1 10,632.5 0.55 1.00 6,262.5 1.07

○WRC造用一貫計算プログラム使用
○増分解析結果に基づき算定
○直交壁は，直交壁厚の6倍かつ，
隣り合う耐力壁までの内法スパンの
1/4以下を考慮

○せん断破壊部材は耐力保持し，
層間変形角1/50まで続行

○せん断部材発生時点を保有耐力とする

1階壁のせん断破壊に
より保有耐力決定

まとめ
1次設計時の層間変形角は1/2,000を若干上回る程度
Qu/Qun＝1.07 6

保有耐力の算定結果



第Ⅲ編 損傷防止性能確認実験

コンクリート強度

試験体名
圧縮強度

（N/mm
2）

ヤング係数

(×10
4
N/mm

2)

割裂強度

(N/mm
2
)

1NH 27.0 - 2.19

1HH 26.2 2.60 2.18

3HH(1F) 25.4 2.58 2.48

3HH(2F) 28.8 2.62 2.47

名古屋大学構造実験室
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試験体一覧

1NH 1HH 3HH
幅×長さ(mm)

縦筋
横筋

端部補強筋 2-D10
幅×長さ(mm)
縦筋(主筋) 1-D6@100

横筋(せん断補強筋) 1-D6@100
端部補強筋 2-D10

3119

試験体名

耐力壁

80×1000
1-D6@100
1-D6@100

2-D13

直交壁

80×710
2-D6@100
2-D6@100
2-D13

反曲点高さ(mm) 1119

１NH

３HH

8

加力スタブが直交壁を拘束
しないようにスリットを配置



荷重－変形角と強度計算値

３HH

te≦1.5tとしたせん断耐力の1.04倍(1NH), 1.02倍(1HH)
曲げは全幅有効として1.26倍（3HH) 9

１NH １HH



応力分布から求めた有効幅※

引張側直交壁の有効幅は短期荷重時で約5t(試験体1HH)および約7t(試験体3HH)
圧縮側直交壁の有効幅はせん断型では，短期荷重時，終局時とも6t，曲げ型では
短期荷重時から全幅有効

引張側直交壁の有効幅

圧縮側直交壁の有効幅

10

※耐力壁側面からの有効幅を，耐力壁の厚さで規準化



有効幅※と計算耐力

有効幅を変数とした計算値と実験最大値を比較
有効幅は，1NHは8.2t, 1HHは6.6t, 3HHは全幅有効（tは耐力壁厚）

※耐力壁側面からの有効幅を，耐力壁の厚さで規準化
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・弾性曲げ剛性に寄与する有効幅は 0.13～0.14h（hは反曲点高さ）
・弾性せん断剛性に寄与する有効幅はゼロ ※3HHのみ0.05h
・終局強度に寄与する有効幅は前ページ ・骨格曲線と実験値は良好

骨格曲線と有効幅※

0

100

200

300

400

0 2 4 6 8 10

Q (kN)

δ(mm)

1HH

曲げ成分 (実験値)
せん断成分(実験値)
曲げ成分 (計算値)
せん断成分(計算値)

0

100

200

300

0 10 20 30

Q (kN)

δ(mm)

3HH

曲げ成分 (実験値)
せん断成分(実験値)
曲げ成分 (計算値)
せん断成分(計算値)

Km1=Pl
3/(3EIe)

Qm1=Ze(σt+σ0)/h

Qmu＝wMu/h

wMu=Σ(at・σy) l’+0.5Σ(aw・σwy)l’+0.5N・l’

αy＝(wMu・cn)/(Ec・Ie・εy)

α’＝0.001

Km1 (kN/mm) 1006 (160) 1056 (160) 93 (400)

Qm1 (kN) 129 (160) 135 (160) 81 (400)

α y (-) 0.217 (160) 0.396 (160) 0.209 (400)

Qmu (kN) 328 (710) 538 (710) 193 (710)

α ' (-) 0.001 (-) 0.001 (-) 0.001 (-)

1HH 3HH試験体名 1NH

Ks1 (kN/mm) 637 (0) 637 (0) 262 (160)

Qs1 (kN) 154 (0) 154 (0) 150 (160)

β (-) 0.155 (-) 0.155 (-) 0.156 (-)

Qsu (kN) 316 (656) 331 (528) 247 (528)

β ' (-) 0.001 (-) 0.001 (-) 0.001 (-)
※括弧内の数字は有効幅(単位：mm)を示す。

試験体名 1NH 1HH 3HHKs1=Ge・t・l/κ

Qs1=τscr・t・l/κ

𝑤𝑄𝑠𝑢 =
0.068𝑝𝑡𝑒

0.23 𝐹𝑐 + 18

 𝑀 𝑄 ∙ 𝑙 + 0.12
+ 0.85 𝑝𝑤𝑒 𝑠𝜎𝑤𝑦 + 0.1𝜎0𝑒 ∙ 𝑡𝑒 ∙ 𝑗

β=0.46・pw・σy/Fc+0.14

β’＝0.001

0

100

200

300

400

0 5 10 15

Q (kN)

δ(mm)

1NH

曲げ成分 (実験値)
せん断成分(実験値)
曲げ成分 (計算値)
せん断成分(計算値)

※耐力壁側面からの有効幅
t：耐力壁厚さ，h：反曲点高さ
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部分架構実験結果のまとめ

• せん断強度は，te=1.5tとした計算値の1.04，1.02倍

• 曲げ強度は，直交壁を全幅有効とした計算値の1.26倍

• 短期の平均せん断応力度（0.4Mpa)の3～5倍までせん断ひび割れ発生

せず，変形角1/2000～1/1000rad. の曲げおよびせん断ひび割れは微

小であった。
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• 鉛直応力分布に基づく引張側直交壁の有効幅は短期荷重時で約5t(試

験体1HH)および約7t(試験体3HH)，強度時には全幅有効

• 同，圧縮側直交壁の有効幅はせん断型では，短期荷重時，終局時とも

約6t，曲げ型では短期荷重時から全幅有効

• 弾性曲げ剛性に寄与する有効幅は，0.13～0.14h

（hは反曲点高さ）

• 弾性せん断剛性に寄与する有効幅はゼロ ※3HHのみ0.05h

• これらの有効幅を用いた骨格曲線は実験値と良好な対応

14

部分架構実験結果のまとめ



第Ⅳ編 簡易モデルの地震応答推定

・等価線形化解析，時刻歴応答解析による極稀地震時応答
→Rmax<Ryを満たす最小Cy

・1～5階建てせん断モデル
・Ai分布に基づく外力分布作用時の各層変形は常に同一を仮定
・Cy=0.5～1.5（0.1刻み），Ry=1/200 or 1/300，Cc=0.2 or Cy/2.5，Rc=1/2000 or 1/4000
・告示減衰，D-Tri減衰，一定減衰0.1～0.4（0.05刻み）（等価線形化解析）
・D-Tri型，原点指向型（時刻歴応答解析）

解析モデル例
各階せん断ばねの復元力特性

15



等価線形化解析による推定応答

解析変数 Cc Rc Ry

a

0.2

1/2000
1/200

b 1/4000

c 1/2000
1/300

d 1/4000

e

Cy/2.5

1/2000
1/200

f 1/4000

g 1/2000
1/300

h 1/4000

等価一自由度系に縮約し等価線形化解析により最大応答を
推定
⇒Cy大→Rmax小⇒Rmax<Ryとなる最小Cyをプロット
・必要Cy：0.8～0.9（告示減衰）⇔0.5～0.6（D-Tri減衰）
・Cc=0.2→Cy/2.5 or Rc=1/2000→1/4000⇒必要Cyは減少傾向
・Ry=1/200→1/300⇒必要Cyはやや増大
・h=0.10, 0.15, 0.20, 0.25⇒必要Cy=0.8, 0.7, 0.6, 0.5

必要Cyは現実的範囲。減衰の影響が非常に大きく，減衰評価
が重要。 16

一定減衰

1～5階の最大



時刻歴応答解析による最大応答
解析変数 a b c e

Cc 0.2 0.2 0.2 Cy/2.5
Ry 1/200 1/200 1/300 1/200
Rc 1/2000 1/4000 1/2000 1/2000

D-Tri
型

1階建て 0.7 0.5 0.8 0.6
3階建て 0.8 0.6 ＞1.0 0.6
5階建て 0.8 0.7 ＞1.0 0.6

原点
指向型

1階建て 0.9 0.7 1.0 1.0
3階建て ＞1.5 ＞1.5 ＞1.5 1.4
5階建て ＞1.5 ＞1.5 ＞1.5 ＞1.5

模擬地震動3波（既往波位相）により各層の最大応答を推定
⇒ Cy大→Rmax小⇒全階でRmax<Ryとなる最小Cyを表示

・基本モデルa：必要Cy：0.7～0.8（D-Tri）⇔0.9～＞1.5（原点指向）
⇒D-Triでは現実的範囲。原点指向では損傷制御困難。D-Triの場合，
・Cc=0.2→Cy/2.5 or Rc=1/2000→1/4000⇒必要Cyは減少
・Ry=1/200→1/300⇒必要Cyは増大

・D-Tri型の必要Cyは，時刻歴応答解析より等価線形化解析で小さい。
・Cc, Rc, Ryによる必要Cyの増減量は，時刻歴応答解析より等価線形化解析で小さい。
⇒各階の剛性，耐力バランスに起因と推測。対象建物の拡大が今後の課題。 17



第Ⅴ編 FEMを用いた解析的検討

1200

1
5

0
0

7
0

0

100 1000 100

1
0

0
7

0
0

対象モデル

直交壁長さ 750 mm 1500 mm 3000 

mm

せん断力

最大値

144.1kN 150.8kN 156.9kN

解析結果

直交壁の縦筋量は同じ
直交壁の長さだけ変化

コンクリートの履歴特性
鉄筋の履歴特性

耐力はほぼ同じになる

材料モデル化

目的：直交壁を有する耐力壁の立体挙動について，直交壁の長さや壁ばりの
高さをパラメータとした非線形ＦＥＭ解析に基づき検討する。
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結論：
①直交壁を有する耐力壁の立体挙動の検討
壁の縦筋量が同じなら，壁長さに依らず，その挙動はほぼ同じ

②壁梁を介して連続する耐力壁の立体挙動の検討
壁ばりのせいが高くなると，初期剛性変わらないが，壁頭の曲げ戻しが増え，
最大耐力は増加

対象モデル

壁梁のせい 350 mm 450 mm 600 mm

せん断力最大値 162.1kN 201.8kN 228.3 kN

解析結果

壁梁の曲げ補強筋は同じ
壁梁の高さだけ変化

剛性はほぼ同じ

壁梁のせいが高くなれば
なるほど耐力は大きくなる

解析結果と結論

19



第Ⅵ編 H28年度のまとめ

• 試設計により設計評価式と最小耐力を検討（第Ⅱ編）

• 部材実験より直交壁有効幅を検討（第Ⅲ編）

• 試験体のFEM解析より直交壁有効幅を検討（第Ⅲ編）

• 応答解析より必要Cy値を検討（第Ⅳ編）

• 立体架構のFEM解析より直交壁効果を検討（第Ⅴ編）

• 立体架構試験体（案）を検討（第Ⅵ編）
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H29年度実験の提案
• 準実大2層の架構実験により①～③を確認する。

①壁梁の効果

②直交壁の効果，有効幅

③架構内のスラブの効果
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